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国際システムは今、特異な分岐点に立っている。イタリアの思想家アントニオ・グラ

ムシは激動期にこう指摘した。「古い世界は死に、新しい世界は生まれようともがいて

いる。今こそ怪物の時代である」と。今日の国際秩序もまた、同様の特徴を示している

と言えるだろう。冷戦後の単極時代は明らかに終焉を迎えた。だが、それに代わる安定

した体制はまだ姿を現していない。この過渡期に潜む「怪物」とは何か。西側民主主義

を不安定化させる制御不能な移民、不安定地域における核拡散、主権を蝕むサイバー戦

争、経済的相互依存を武器化する権威主義国家――これらが今日の怪物なのだ。 

アメリカの衰退iと多極化する未来を唱える声は大きい。iiしかし、権力指標や最近の

政策成果、そして構造的現実から導かれる結論はこれに反する。世界は依然として米中

間の二極競争に縛られている。ただし、この二極構造自体が一時的なものとなる可能性

は否定できない。 

この評価を行うにあたり、自国を分析する際の中立性を保つことの難しさは認めざる

を得ない。米国の観察者は当然ながら、米国の回復力を中国の脆弱性よりも好意的に見

るだろう。中国の分析者はこのバイアスを逆転させる。本稿では、こうしたバイアスを



 

認識しつつも、厳密な証拠に基づく分析を試みる。 

測定の問題 

国際的な権力を理解するには、印象論的な評価を超え、厳密な指標へと移行する必要

がある。ジェニファー・リンドの論文『多極化の幻想』iiiは、この点で貴重な方法論を

提供している。リンドは 1820年以降の歴代大国を分析し、定量化可能な閾値を確立し

た。通常の大国は、主導国の GDPの 17～45％（中央値 27％）を保有し、複合指標で

ある GDP×一人当たり GDPスコアの 8～28％（中央値 15％）を占めるというのだ。 

この基準を現代に適用すると、厳しい現実が浮き彫りになる。中国のスコアは米国

GDP比 130％、複合指標で 36％である。これは冷戦期のソ連のピーク値（GDP比

44％、複合スコア 16％）すら上回る数字だ。2025年版アジアパワー指数ivは「経済・

軍事両面の大国基準を同時に超えるのは中国と米国のみ」と断言している。 

インドはどうか。著しい成長にもかかわらず、依然として閾値を下回っている。アシ

ュリー・テリスの分析『インドの大国幻想』vによれば、楽観的な予測でも 2050年ま

でにインドの GDPは中国の半分に留まる。国防費も GDP比約 2.4％で、潜在的な二

正面作戦の脅威に直面している。ロシアの GDPは米国の約 10％で、核兵器保有やウ

クライナ侵攻にもかかわらず大国閾値を下回る。日本とドイツも、最近まで GDP比

2％未満の防衛費に制約され、同様に基準を満たさない。 

しかし、この手法には限界がある。経済統計が水増しされている場合（一部の経済学

者が疑うように）、GDPベースの指標は中国の力を過大評価する可能性があるから



 

だ。vi一方、技術革新、制度の質、同盟の信頼性といった質的要因を過小評価する恐れ

もある。そもそも、核兵器は超大国の地位や冷戦時代の二極構造の核心であるにもかか

わらず、十分な重み付けがなされていない。加えて、この枠組みは、統一された外交政

策を持たないにもかかわらず、世界的に大きな規制・経済力を有する欧州連合（EU）

の総計 18兆ドル規模の経済（中国を上回る）をどう評価するかという点でも課題を抱

えている。 

アメリカの力：真の強さか、抑圧的な行き過ぎか 

最近の出来事は米国の影響力を示しているが、その解釈は分かれる。トランプ大統領

の 2025年 2月の関税攻勢は、重要な約束を引き出した。NATOの「ハーグ・コミット

メント」viiによる GDP比 5％の防衛費支出公約、カナダの防衛費 5％増額合意、viii日

本の 2027年ではなく 2025年までの GDP比 2％防衛費支出加速公約などだ。ix 

だが、強制による従順は、集団的力を高める自発的な連携とは根本的に異なる。エ

マ・アッシュフォードが正しく警告するように、「攻撃的な単独行動主義は、米国が味

方か敵か同盟国に確信を持たせない」のである。x 

トランプ政権の国家安全保障戦略xiは、米国の優位性とこの緊張関係の両方を捉えて

いる。「米国は世界をリードする資産を保有し、世界で最も羨望される地位を維持して

いる」としながらも、「米国のエリート層が、米国が永遠に世界の負担を担い続ける意

思を著しく誤算した」ことを認めているのだ。 

米国の構造的優位性は評価に値する。世界最大の経済規模（GDP28兆ドル）、xii最



 

先端の軍事力（2025年時点で 9160億ドルの軍事費）、xiii基軸通貨としての支配的地

位（国際決済銀行データによれば外国為替取引の 88％がドル建て）、xiv最先端技術産

業、広範な同盟ネットワーク。防衛産業生産は拡大中で、xv造船能力は 2023年以降

40％増加し、軍需生産も加速している。 

しかし脆弱性は増大している。2025年の連邦債務は GDP比 123％に達した。xviこ

れは中国の政府債務 GDP比率約 77％を上回る（ただし、地方政府債務を加えると中

国の総債務は大幅に増加する）。xvii政治的分極化により、重要課題の立法措置は停滞

している。xviii2025年 2月の債務上限交渉を巡る政府閉鎖は 3週間続き、金融市場を揺

るがした。再工業化政策は戦略的脆弱性への対応策ではあるが、製造業の人手不足や主

要プロジェクトの許可取得に平均 4.5年かかる遅延など、深刻な制約に直面しているの

だ。xix 

中国のパラドックス：強大でありながら脆弱 

従来の指標では、唯一の対抗勢力としての中国の地位は堅固に見える。アジア・パワ

ー・インデックスは、中国が「軍事能力における米国の優位性を引き続き侵食」し、

「外交的影響力が史上最高に達した」と記録している。北京は艦艇数で世界最大の海軍

（370隻対米国 295隻）を構築し、xx5Gインフラや電気自動車生産など複数の重要技

術で主導権を握り、1兆ドルを超える一帯一路（BRI）投資を通じて 3大陸に巨大な経

済的影響力を及ぼしている。xxi 

だがこの強さの裏には、スーザン・シャークが「脆弱な超大国」というパラドックス

と表現する深刻な弱点が潜んでいる。xxii著書『オーバーリーチ：中国はなぜ平和的台



 

頭を脱線させたのか』でシャークは、中国指導部が「自国を外部者よりも脆弱と認識し

ている」ことを明らかにした。xxiiiこれは体制の正当性に対する深い不安から生じてい

るという。この不安は、党の二重使命――経済成長とナショナリズム的満足感の実現――

の達成が困難になっていることで顕在化しているのだ。 

さらに、経済基盤にもひずみが生じている。GDPの約 30％を占める不動産セクター

は、開発業者が推定 5000億～7000億ドルの債務不履行に陥るなど（一部で言及され

る数値よりは低いものの依然として巨額）問題を抱えたままである。xxiv若年層失業率

は 2023年 6月に 21.3％に達した後、xxv当局が公表を停止した。その後「調整」され

た手法で 2025年半ばに 14.9％と発表された数値は依然として議論の的となっている。

地方政府債務は、貸借対照表外債務の算定方法により 8兆～13兆ドルと推計される。

xxvi国内消費は GDPの 54％にとどまり（米国は 68％）、構造的な不均衡が痛みを伴う

再調整を必要としていることを示している。 

人口動態は最も解決困難な課題かもしれない。中国の労働年齢人口は 2015年にピー

クを迎え、xxvii国連の推計によれば中程度の出生率シナリオでも 2050年までに 2億人

減少する見込みだ。xxviii コンファレンスボードは 2030年まで年平均 3.5％、その後

2040年まで 2.5％の GDP成長率を予測している。xxixこれが実現し、米国が 2～2.5％

の成長を達成した場合、中国経済は 2050年までに米国に追い越される見通しであり、

これは過去 10年間の予測とは相反する結果となる。 

しかし中国を必然的に衰退すると決めつけるのは、1991年の崩壊前に繰り返し「瀕

死状態」と宣言されたソ連に関する誤りを繰り返すことになるだろう。中国の優位性は



 

依然として圧倒的だ。7億 8000万人の識字率が高くますます熟練する労働力、xxx継続

的なインフラ投資を可能にする膨大な資本ストック、xxxi重要分野（量子通信、極超音

速技術、AI応用）における技術力、世界の製造業生産高の 31％を占める産業能力（米

国は 16％）を有している。xxxii 

北京は適応能力を発揮してきた。2008年の金融危機後、中国は史上最大の経済刺激

策を実施した。COVID-19による混乱の後、当局は国内消費を重視する「二重循環」

戦略に軸足を移した。xxxiii2023年から 24年にかけての不動産セクターへの介入は、不

完全ではあったものの、システム的な崩壊は防いだ。 

最も重要なことは、中国は正式な同盟関係がない点だ。これは、ソ連のワルシャワ条

約機構やアメリカの条約ネットワークとは一線を画す、戦略的な孤立である。ロシアと

北朝鮮には限定的な支援しか提供しておらず、上海協力機構（SCO）と BRICSは、相

互防衛の約束を欠いた協議フォーラムのままである。この孤立は、中国の勢力拡大を制

限すると同時に、注意や資源を分散させる可能性のある同盟のジレンマを排除している

のだ。 

多極化の幻想 

新興の多極化に関する議論は、能力と行動の両方を誤解している。リンドはこう述べ

る。「ソ連が冷戦時代に行ったように、ロシアがウクライナを打ち負かし、西ヨーロッ

パに対する地域的支配力を脅かすことができれば、ロシアの大国としての地位は確認さ

れるだろう」と。しかし、60万人以上の軍隊を動員し、推定 20万人以上の犠牲者を出

したにもかかわらず、ロシアはどちらも達成していない。アジア・パワー指数が示すロ



 

シアの復活は、中国の経済支援と北朝鮮の弾薬供給による戦術的利益に過ぎず、構造的

強さの回復ではないのである。 

インドはより複雑な事例である。テリスの『インドの大国幻想』における分析は、イ

ンドの真の成長を認めつつも、40年間にわたり年率 9％の成長を達成した「中国の改

革時代の成果には及んでいない」と指摘している。2025年 12月にデリーでナレンド

ラ・モディ首相がウラジーミル・プーチン大統領を迎え、36時間に及ぶ国賓訪問と広

範な経済協定を締結したことは、xxxivインドが戦略的自律性を維持する決意を示してい

る。xxxv 

しかしテリスが指摘するように、「インドの相対的な弱さ、多極化への渇望、そして

非自由主義的な軌跡は、同国が望むほどの国際的影響力を得られないことを意味す

る」。GDP比 2％の防衛費支出を約束しクアッド協力を深化させた日本との連携でさ

え、単独で中国を牽制する能力は不十分だ。日本の GDP（4.1兆ドル）とインド（3.9

兆ドル）を合わせても中国の 18.3兆ドルの 44％に過ぎず、両国の防衛費合計約 1800

億ドルは中国の推定 3140億ドル（中国政府発表値より控えめな推計値を使用）を大き

く下回る。xxxvixxxvii 

ローウィ研究所の評価は、中堅国が依然として国内問題に忙殺されていることを裏付

ける。東南アジア諸国が追求するヘッジ戦略は、多極的な均衡ではなく二極的な圧力に

起因する。リンドが予測するように、「二極体制下」では「超大国の裏庭にある小国」

が強制的な圧力に直面する時、「選択を迫るな」というスローガンは維持不可能となる

のだ。 



 

アシュフォードの『多極化を機能させる』は、多極的な柔軟性の受容と「同盟国に防

衛負担の増大を促す」ことを提唱する。彼女はトランプ政権のこの方向性への動きを正

しく指摘しつつ、一方的な関税や制裁による「国際経済システムの破壊」に警鐘を鳴ら

す。彼女の処方箋――経済開放の維持、多国間機関の保全、ソフトパワーの重視――は同

盟結束への合理的な懸念を反映している。 

しかしアシュフォードの枠組みは、多極化が既に存在するか、差し迫って出現すると

仮定している。オーストラリア、フランス、ドイツ、インド、日本、ロシアといった第

二級大国が多極的ダイナミクスを生み出すという彼女の主張は、地域的影響力と世界的

大国としての地位を混同している。これらの国々は地域内では重要だが、経済・軍事・

技術・外交の次元を同時に横断して世界的な結果を形作る包括的な力を現在有している

国はない。その能力は依然としてワシントンと北京に独占されているのだ。 

核の次元と二極バランス 

GDP中心の指標における重大な欠落は核兵器である。ストックホルム国際平和研究

所（SIPRI）によれば、xxxviii米国とロシアはそれぞれ約 5,400発の核弾頭を保有し、う

ち配備数はそれぞれ 1,670発と 1,710発である。中国の核弾頭数は 500発と推定さ

れ、米国防総省の評価によれば 2030年までに 1,000発超へ急速に拡大する見込みだ。

フランスと英国はそれぞれ 290発と 225発を保有し、インドとパキスタンは各 170～

180発を維持している。 

核兵器保有は不均衡な地政学的影響力をもたらす。ロシアの核エスカレーション脅威

は、ウクライナ侵攻に対する西側の対応を制約する。xxxix中国の核拡大は、台湾・日



 

本・韓国に対する米国の拡大抑止の約束を複雑化させる。xlしかし核兵器だけでは大国

としての地位は得られない。そうであれば北朝鮮やパキスタンも該当するはずだ。 

したがって二極構造は、経済規模、軍事力（通常戦力と核戦力）、技術的高度性、世界

的な影響力を組み合わせた総合的な力に依存している。これら全ての次元を備えている

のは米国と中国のみである。インドの核兵器と成長する経済は、限定的な軍事力投射と

中国の五分の一に過ぎない経済規模を補うことはできない。ロシアの核戦力は、テキサ

ス州よりも小さい経済規模を相殺することはできないのだ。 

王滬寧の誤謬――そしてそのアメリカの鏡像 

中国のイデオロギー家・王滬寧は 1991年の著書『アメリカ対アメリカ』xliで、内部

矛盾によるアメリカの自滅を予測した。不均衡な発展、対立する政治勢力、精神的危機

を観察した王は、アメリカの混乱が致命的になると結論づけた。これはマルクス・レー

ニン主義の前提――中央集権的統制が混乱を防ぎ、イデオロギーの一貫性が安定をもた

らす――を反映していた。 

歴史は繰り返し王の誤りを証明してきた。米国は南北戦争、産業化の混乱、大恐慌、

人種問題の激動、ウォーターゲート事件、数々の経済危機、絶え間ない政治的混乱を乗

り越えてきた。同時に、各危機は、少数派や女性の権利拡大、技術革新、経済関係の再

構築、新たな同盟関係といった適応を引き起こしたのである。 

しかし、米国の混乱が終焉の兆候だと想定する王の鏡像的誤謬は、中国の権威主義体

制が脆さを保証するとする米国の想定と対をなす。いずれも実証分析ではなくイデオロ



 

ギー的投影に過ぎない。権威主義体制は適応可能であり、中国共産党はこれを繰り返し

実証してきた。民主主義体制は硬直化することもあり、米国の現在の分極化、制度への

不信、立法機能の麻痺は、周期的な混乱ではなく構造的衰退を示す可能性があるのだ。 

並行する脆弱性を考察しよう。米国は GDP比 123％の債務比率による財政柔軟性の制

約、xlii長期戦略の整合性を阻む政治的分極化、推定 2.9兆ドルの投資を要するインフラ

老朽化、平均寿命の低下と絶望による死の増加に顕著な社会的分断に直面している。

xliii対照的に中国は、65兆ドルの資産に対する巨額の負債を抱える不動産セクター、

xliv2050年までに 1億人の労働年齢人口が減少する人口減少、半導体製造装置における

技術依存、持続が困難になりつつある成長率に依存する中国共産党の正当性といった課

題に直面しているのだ。xlv 

どちらの課題群がより管理可能かは真に不透明だ。米国は移民政策（現行制限にもか

かわらず）、制度的適応力、イノベーション・エコシステムにおける優位性により再生

の道筋を持つ。中国はインフラ投資のための国家能力、産業政策の実施力、政治的競争

を伴わない社会的安定性における優位性により異なる道筋を持つ。いずれかの国の再生

を確実視したり衰退を不可避と見なしたりするのは分析ではなく偏見である。 

二極体制の不確実な持続期間：検討すべき三つのシナリオ 

第一に、持続的な二極体制だ。このシナリオでは、中国が経済転換を成功裏に遂行

し、技術競争力を維持し、2050年頃まで軍事近代化を継続する。これには、自動化と

AIによる人口減少問題の解決、消費主導型成長への再均衡、習近平の統制強化下での

イノベーション維持が求められる。同時に米国は、自国の債務危機、インフラ需要、政



 

治的機能不全に対処しつつ技術的優位を維持しなければならない。両国とも苦境を乗り

切るが、決定的な優位を得ることはできないというシナリオである。 

第二に、米国の単極体制復活シナリオ。不動産危機が金融不安に拡大し、人口減少が

生産性向上を上回り、独裁的統制がイノベーションを阻害することで、中国の成長は臨

界点以下に減速する。一方、米国の産業復興は成功し、AIと量子コンピューティング

における技術的優位性が拡大し、同盟国間の負担分担が真に実現する。ローウィ研究所

が指摘した「米国の力が 2018年の指標開始以来最低水準に低下した」という事実は、

下降局面の底であり、不可逆的な衰退ではない。中国は 2040年までに大国としての閾

値を下回るだろう。 

第三に、制約された多極化。このシナリオでは、インドは 2050年まで 6～7％の成

長を維持し、欧州は財政統合と防衛協力拡大により真の戦略的自律性を達成し、日本の

再軍備化は継続する。中国は 3～4％の成長で経済的に安定し、大国の地位を維持する

ものの米国に対する相対的優位性を失う。複数の国が大国基準値を超えるが、米国の包

括性に匹敵する国はないというシナリオだ。 

現状の証拠は、中期的（10～15年）には二極構造が持続するものの、両超大国の内

部矛盾から圧力を受けることを示唆している。中国の課題はより差し迫った脅威に見え

る。不動産バブルが GDPに占める割合が拡大し、大規模な移民（政治的に非現実的）

なしに人口減少は不可逆的であり、習近平による個人権力の集中は誤り修正メカニズム

を排除している。しかし米国の課題もまた深刻である。債務持続可能性には増税か歳出

削減が必要だが、いずれも政治的に危険であり、分極化が長期戦略計画を阻害し、産業



 

復興は労働コストや規制環境における根強い比較劣位に直面しているのだ。 

同盟の非対称性と負担分担の現実 

トランプ国家安全保障戦略（NSS）は、同盟国が「自地域における主たる責任を担

う」とともに「集団防衛への貢献を大幅に増やす」べきだと主張する。これは持続不可

能な取り決めに対する必要な見直しを示すものである。2025年時点で米国の国防費は

GDP比 3.5％（9160億ドル）であった。xlviNATO欧州加盟国の平均は 2.1％、xlvii日本

は 1.6％xlviii（2027年までに 2％へ上昇予定）、韓国は 2.8％である。xlix 

しかし、負担分担に関する言説と現実の隔たりは依然として大きい。ドイツが 2025

年までに 2%達成を約束したのは、年金拠出金や軍事能力を直接強化しないインフラ支

出を含む会計上の調整によってのみ達成された。lフランスは支出をわずかに増加させ

たが、領土防衛に有用な通常戦力よりも高価な核戦力近代化を優先している。liイタリ

アとスペインは繰り返し約束しているにもかかわらず、依然として 1.5%を下回ってい

る。lii 

日本の事例は制約を浮き彫りにする。憲法解釈変更後も、東京の憲法は軍事活動を自

衛に限定している。liii 中国の脅威認識があるにもかかわらず、軍事的役割の拡大に対

して世論は懐疑的である。GDP比 3%達成には約 1,230億ドルの防衛予算が必要とな

る。現行の 550億ドルから大幅増額だが、中国の 2,920億ドル超の軍事予算と 235万

人の現役兵力（日本の 24万 7千人に対し）livに対抗する自律防衛には不十分である。lv 

米国の負担軽減を可能とする真の分担には構造的障壁が存在する。具体的には同盟国



 

間の集団行動問題、国内政治的制約、数十年にわたる能力格差、防衛産業基盤の衰退が

挙げられる。2023年の欧州の砲兵弾薬生産量は年間わずか 30万発に留まり、lviロシア

の 300万発との差が公約と実力の隔たりを如実に示している。支出を増やしても、欧

州には統合指揮構造、相互運用可能なシステム、自律行動のための戦略的文化が欠如し

ているのだ。 

より根本的には、同盟国が「米国が豊かで能力を維持することは自国の利益になると

認識している」という NSSの前提は、楽観的すぎる可能性がある。同盟国は米国の安

全保障保証の恩恵を受けつつ防衛支出をフリーライドし、自国の指導者はより高い社会

福祉支出と政治的人気を享受している。この計算を変えるには、保護を撤回するという

米国の脅しが信憑性を持つ必要がある。これはまさに同盟の信頼性を損ない、敵対者を

大胆にさせる要因なのである。 

インドの制約された台頭 

2025年 12月、モディ首相がプーチン大統領の 36時間に及ぶ国賓訪問を受け入れ、

150億ドルの経済協定を締結し、合同軍事演習を実施したことは、インドが戦略的自律

性を維持する決意を示すものである。しかしテリスが指摘するように、「将来的にも中

国に匹敵し得ないインドの能力不足、そして米国の利益と根本的に相反する多極化への

コミットメントは、米国にとって極めて厄介な問題となるだろう」。 

ニューデリーでインドを次期超大国と唱える者にとって厄介なことに、インドの総合

力は複数の制約に直面している。lvii防衛近代化は遅れを取っている。インドが運用する

潜水艦は約 18隻であるのに対し、中国は 73隻を保有する。空軍の作戦機数は 2,229



 

機であるのに対し、中国人民解放軍空軍は 3,309機を配備している。lviiiまた防衛生産

は依然として輸入に大きく依存しており、装備の 60％が国外調達である。国境紛争が

くすぶる中でも中国との経済統合は深化し、ボイコット運動にもかかわらず 2024年の

二国間貿易額は 1360億ドルに達した。lix 

さらに懸念されるのは、共有された価値観が米印パートナーシップの基盤となり得る

まさにその時に、インドの民主的正統性が損なわれている点だ。テリスはモディ率いる

インド人民党（BJP）政権下で「帰属に関する基本的規範の意図的な浸食と、かつて中

立だった機関の武器化」が進んでいると指摘する。フリーダムハウスは 2021年、市民

社会・報道の自由・宗教的少数派への制限を理由に、インドの評価を「自由」から「部

分的に自由」に引き下げた。lx 

トランプ政権による報道の自由、司法の独立、選挙の公正性への攻撃がモディ政権の

権威主義的傾向と並行して進むように、米国とインド双方が非自由主義的傾向を強めれ

ば、両国のパートナーシップはイデオロギー的基盤を失い、純粋に取引的関係へと変質

する。取引的パートナーシップは圧力下で脆さを露呈する。米国とイラン（1979年以

前）、米国とパキスタンの歴史的事例が繰り返し示している通りである。 

権力空白期の怪物 

秩序の間の空白期に現れるグラムシの怪物については、より詳細な考察が必要であ

る。今日の怪物は、制御不能な移民、核拡散、技術的混乱、経済の武器化、気候の不安

定化などを含む。 



 

制御不能な移民問題を見ると、UNHCRデータによれば 2024年時点で世界的に 1億

800万人以上が強制的に避難を余儀なくされており、気候変動により 2050年までに 2

億人以上が避難を余儀なくされる可能性がある。これはポピュリズムを煽り、難民保護

制度に負担をかけ、民主主義制度を不安定化させる。 

一方、核拡散は依然として止まらない。例えばイランのウラン濃縮は 2024年に純度

60%に達した。これは兵器級 90%まで技術的にわずかな差である。北朝鮮の核兵器保

有数は推定 30～40発に拡大した。より多くの主体が能力を獲得するにつれ抑止力の安

定性は損なわれる。中国の核兵器増強への取り組みと米国の中距離核戦力（INF）条約

離脱は、グラムシの核の怪物を制御する見通しを暗くしている。 

技術的な破壊と、世界中の社会に及ぶ潜在的な変革的影響は、強力であると同時に懸

念すべきものである。AIの開発は、国際的なガバナンスの枠組みなしに進められてい

る。ディープフェイク技術は情報生態系を損なう。量子コンピューティングは現行暗号

化基準を脅かす。バイオテクノロジーは、潜在的に人為的パンデミックを引き起こしう

る。 

経済の武器化の怪物は、米国や中国を含む大国にとってますます好まれる手段となっ

ている。例えば、制裁は主要国（米国、中国、ロシア、EU）によってますます頻繁に

展開され、断片化された世界経済をさらに分断している。 

最後に重要な点として、気候の不安定化は脆弱な地域において適応能力を超えた速度

で加速しており、食料不安、水紛争、大規模な避難民発生といった連鎖的な危機を引き

起こす可能性がある。 



 

これらの課題には、二極化のゼロサム論理下では困難な共同行動が求められる。部分

的核実験禁止条約、核不拡散条約、各種軍備管理協定といった冷戦時代の先例は、危険

な危機が相互の脆弱性を露呈した後に初めて成立した。現在の米中関係では協力は限定

的だ。気候変動協議は散発的、軍備管理交渉は皆無、技術ガバナンスは一方的な輸出規

制以外存在しない。 

結論：不確実な二極構造の航行 

国際システムは、厳密な測定によれば二極構造を示す一方で、中堅国による多極化へ

の志向や、両超大国内部の脆弱性も抱えている。この、二極構造の能力、多極化志向の

抵抗、そして両超大国の脆弱性の組み合わせは、前例のない力学を生み出しており、単

なる一極支配の再確立でもなければ、多極化への時期尚早な迎合でもない戦略が求めら

れる。 

米国にとってこれは、二極体制を受け入れつつ、中国の挑戦が適応能力を超えた場合

のために、将来的な単極体制に備えることを意味する。トランプ政権の国家安全保障戦

略（NSS）が再工業化、技術的優位性、同盟負担分担を強調するのは適切な優先順位

である。しかし、実施のあり方が成否を決定する。関税は国内生産を促進するか、単に

コストを押し上げるか。同盟国は真に能力を増強するか、単なる見せかけの従順に留ま

るか。再工業化は成功するか、構造的障害で挫折するか。 

中国にとって二極体制は存亡の危機をもたらす。シャークの「脆弱な超大国」論は、

北京の強硬姿勢が「党の正当性は経済成長とナショナリズムの満足という二重の使命の

達成に依存するが、その達成が困難になっている」という不安定性を反映していると示



 

唆する。経済減速は成長の柱を脅かし、ナショナリズムに基づく公約（台湾統一、地域

支配）は中国が勝てない可能性のある紛争を招き、ナショナリズムの柱を脅かすのだ。 

中堅国にとって、二極体制の現実は多極化への願望にもかかわらず自律性を制約す

る。インドの戦略的自律性は原則的には称賛に値するが、中国の地域支配と米国のパー

トナーシップの選択を迫られた場合、実践では維持不可能となる可能性がある。欧州の

戦略的自律性も同様の圧力に直面している。中国との経済的相互依存、米国への安全保

障依存、そして内部の分裂が、一貫した独立行動を妨げている。 

この過渡期の行方は依然不透明だ。王滬寧が予測した米国の自滅は、民主主義の回復

力と再生能力に対する権威主義的な理解不足を反映している。しかし、中国の脆弱性が

必然だと鏡像的に想定する米国の観察者たちも、逆方向から同じ過ちを繰り返してい

る。両超大国は適応能力を試す真の危機に直面している。双方に顕著な強みと深刻な弱

点がある。 

確実なのは、多くの予測や一部が望む多極化世界が依然遠のいている点だ。二つの国

だけが総合的な大国能力を有し、世界の経済成長・技術革新・軍事競争を牽引してい

る。今後数十年にわたり、数十億の人々の戦争と平和、繁栄と貧困は、この二国間の関

係によって決定づけられるだろう。この二極構造が長期的な対立に固まるか、米国の支

配が復活する形で崩壊するか、真の多極化へと進化するかは、ワシントンと北京の選択

と、両者が完全に制御できない構造的要因に依存する。新秩序の誕生を待つ間、過渡期

は続き、その怪物たちはますます脅威を増していくだろう。 
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